
実 質 赤 字 比 率 － R２国調 274,759 3.3.31 275,238
(早期健全化基準) (11.25) Ｈ２７国調 279,886 2.3.31 276,855

連結実質赤字 比率 －
(早期健全化基準) (16.25) 

実 質 公 債 費 比 率 4.9
(早期健全化基準) (25.0) 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

将 来 負 担 比 率 47.1 決算額(千円)

(早期健全化基準) (350.0) 3,895,209
② 314,997
③ 305,451
④ 5,163,784 4,699,185 4,532,020 決算額(千円)

⑤ 10,301 10,301 10,301 10,301
⑥ 70,112 56,111 45,132
⑦

⑧ 2,015,622 2,052,538 1,980,533 決算額(千円)

45,132

0

2,965,716 2,771,129 2,689,282 3,688
⑫ 67,583,347 66,951,388 68,327,285 ３．公営住宅使用料 48,178
⑬ 11,328,918 10,797,379 10,771,230 ４．都市計画税 1,906,667

決算額 56,254,429 56,154,009 57,556,055 ５．その他 22,000
（単位：千円） 決算額(千円)

〔1〕 2,388,207 １．標準税収入額等 48,317,826
〔2〕 0 16,871,158
〔3〕 0 3,138,301
〔4〕 10,039
〔5〕

〔6〕

〔7〕

〔8〕 228,434 ① 決算額(千円)

〔9〕 介護保険事業特別会計 510,210 ② 427,283
〔10〕 後期高齢者医療事業特別会計 35,119 162,504
〔11〕 131,691
〔12〕 ④ 決算額(千円)

〔13〕 ⑤ 57,710,568
〔14〕 ⑥ 3,510,633
〔15〕 4,105,740 - ⑦ 2,128,911
〔16〕 174,664 - ⑧ 決算額(千円)

〔17〕 97,215 - ⑨ 51,106
〔18〕 475,479 - ⑩

〔19〕 7,435,169 - ⑪

〔20〕 決算額(千円)

〔21〕 ⑫

〔22〕 0 -
〔23〕 0 -
〔24〕 決算額(千円)

〔25〕 8,804,375
〔26〕 2,276,079
〔27〕 1,910,798
〔28〕 決算額(千円)

1,239

176,594

27,831,477

0.615

小　　計　　【⑫－（⑬～⑮）】　
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分
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地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

⑭

⑮

一時借入金の利子

特定財源の額

一部事務組合等地方債償還財源に係る負担金等

実質公債費比率

区　　　　　分
決算額（単位：千円，％） 左の内訳

(令和２年度）

10,853,592
公債費充当一般財源額等
（繰上償還及び満期一括地方債の元金に係るものを除く）

公営企業等の地方債の償還の財源に充てたと認められる繰出金

積立不足額を考慮して算定した額

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金相当分

人口
住民基本
台帳人口

57,556,055

47.1

0

16,750,723

0

27,140,103

28,009,310

123,146,322

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

法
適
用
企
業

下水道事業会計

市営浄化槽事業特別会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

68,327,285標準財政規模（臨時財政対策債を含む）

Ⅳ-３財政力指数 市町村類型面積（ｋ㎡） 0.71711.18

11,066,059 10,855,449

連結実質赤字額

Ａ 小　　計　　【（①～⑧）－（⑨～⑪）】

充当可能特定歳入の見込額

分
子

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

充当可能基金年度末現在高

③

設立法人の負債等に対する一般会計等負担見込額

公営企業等の地方債の元金償還金に対する一般会計等
負担見込額

19,211,108

0

111,338,036

51,106

904,877

63,541,331

債務負担行為のうち公債費に準ずる支出予定額

4.67246

決算額

（単位：千円，％）

将来負担比率

区　　　　　分

⑫の内訳

4.9　実質公債費比率（３ヵ年平均）　　　【Ｃ／３】

5.27197 4.93487

一
般
会
計
等

そ
の
他
の
特
別
会
計

国民健康保険事業特別会計

共同汚水処理施設事業特別会計

土地区画整理事業特別会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計

法
非
適
用
企
業

駐車場事業会計

モーターボート競走事業会計

農業集落排水事業特別会計

(%)

(%)

(%)

津市

令 和 ２ 年 度 決 算 に 基 づ く
健全化判断比率の状況(速報値)

比
率
の
状
況

(%)

実質赤字比率

区　　　　　分 決算額（単位：千円）

繰 上 充 用 額Ａ

Ｃ

Ｄ

支 払 繰 延 額

事 業 繰 越 額

標 準 財 政 規 模

実質赤字比率　　【（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）／Ｄ×100】 －

⑥の内訳（上位３事業）

１．国県からの利子補給

Ｂ

実
質
収
支
額

④の内訳（上位３事業）

下水道事業会計

農業集落排水事業会計

水道事業会計

連結実質赤字比率

３．臨時財政対策債発行可能額

左の内訳

68,327,285 決算額(千円)⑧の内訳

⑤の内訳（上位３組合）

一般会計

三重県市町総合事務組合

小　　計　　　　【⑫－⑬】

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

津市土地開発公社が先行取得する港湾改良用地の取得

津市土地開発公社が先行取得する上浜元町線街路用地の取得

③の内訳（上位３事業）

下水道事業会計

県営中勢用水事業償還負担金

②の内訳（上位３事業）
津市土地開発公社が先行取得する下部田垂水線街路用地の取得

２．貸付金の元利償還金

２．普通交付税額

水道事業会計

農業集落排水事業会計

④の内訳（上位３組合）

三重県市町総合事務組合

区　　　　　分

⑩の内訳

１．国庫支出金等

２．貸付金の償還金

⑨の内訳（上位３基金）

財政調整基金

介護保険事業運営基金

まちづくり振興基金

0

68,327,285

－連結実質赤字比率　【Ａ／Ｂ×100】

Ａ

Ｂ

連結実質赤字額（〔1〕～〔28〕）

標準財政規模

①

Ｃ

分
子

Ａ

分
母

Ｂ

⑨

小　　計　　　　【（①～⑦）－（⑧～⑪）】

標準財政規模（臨時財政対策債を含む）

⑨～⑪の額

※実質赤字比率、連結実質赤字比率、資金不足比率において赤字額、資金不足額が発生しない場合は「－」と表示する。

　将来負担比率　　　【Ａ／Ｂ×100】

４．都市計画税

（都市計画税の充当率）

⑥の内訳（上位３法人）

⑬

資金不足比率
(単位：％)

５．その他の収入

３．公営住宅の賃借料等

一般会計等の地方債年度末残高

退職手当支給予定額(期末要支給額)のうち一般会計等負担見込額

一部事務組合等の地方債の元金償還金に対する負担見込額

　実質公債費比率（単年度）　　　　　【Ａ／Ｂ×100】

将
来
負
担
額

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 3,143,107 2,641,019 2,517,000

8,056,848 8,027,730 8,125,966

128,264128,630128,963

⑩ 災害復旧費等に係る基準財政需要額に算入された公債費

⑪ 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 2,517,000

災害復旧等に係る基準財政需要額 8,125,966

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 128,264


